
─ 1 ─

目 - 6 

表1-4-1 公害苦情受付件数の推移･････････････････････････････････････････73 

図1-4-2 典型７公害の種類別苦情件数の推移･･･････････････････････････････74 

表1-4-2 典型７公害の種類別苦情件数の推移･･･････････････････････････････75 

図1-4-3 典型７公害以外の種類別苦情件数の割合の推移･････････････････････76 

表1-4-3 典型７公害以外の種類別苦情件数の推移･･･････････････････････････77 

図1-4-4 主な発生原因別公害苦情件数の割合･･･････････････････････････････78 

図1-4-5 公害苦情の取扱件数及び処理件数の内訳･･･････････････････････････79 

表1-4-4 公害苦情の取扱件数及び処理件数の推移･･･････････････････････････80 

図1-4-6 苦情の処理に要した期間別典型７公害の直接処理件数の割合･････････81 

表1-4-5 苦情の処理に要した期間別典型７公害の直接処理件数･･･････････････81 

表1-4-6 公害苦情処理担当職員数の推移･･･････････････････････････････････82 

 

 

 

 

 

第１章関係 

図2-1-1 鉱区禁止地域の指定制度･････････････････････････････････････････87 

表2-1-1 不服の裁定を規定する法律等･････････････････････････････････････89 

図2-1-2 行政処分に対する不服の裁定制度･････････････････････････････････90 

第２章関係 

図2-2-1 鉱区禁止地域指定箇所･･･････････････････････････････････････････92 

表2-2-1 主な指定理由別鉱区禁止地域指定状況･････････････････････････････93 

第３章関係 

表2-3-1 関係法律別不服の裁定事件処理状況･･･････････････････････････････94 

表2-3-2 平成25年度に公害等調整委員会に係属した不服の裁定事件一覧･･･････95 

第２編 鉱業等に係る土地利用の調整手続等に関する法律等に基づく 

事務の処理 

第
１
編

    

第１編 

公害紛争処理法に基づく事務の処理 



─ 2 ─- 2 - 

 

 

 

 

 

第１章 公害紛争処理制度の概要 

１ 公害紛争処理機関 

公害紛争の処理機関として、国に公害等調整委員会が、都道府県に公害審査会（公害審

査会を置かない都道府県にあっては都道府県知事。以下「審査会等」という。）が設置さ

れている。また、必要な場合には、関係都道府県による都道府県連合公害審査会（以下

「連合審査会」という。）を設けることとされている。 

(1) 公害等調整委員会 

公害等調整委員会は、総務省の外局として設置されている行政委員会であり、公害に

係る紛争について、あっせん、調停、仲裁及び裁定を行うこと等により、その迅速かつ

適正な解決を図ることを主たる任務の一つとしている（公害等調整委員会設置法（昭和

47年法律第52号）第２条、第３条）。 

公害等調整委員会は、準司法的機能を持つ行政委員会であり、法律によりその中立性、

独立性の確保が図られている。公害等調整委員会は、委員長及び委員６人（委員のうち

３人は非常勤）で組織される合議体であり、委員長及び委員は、人格が高潔で識見の高

い者のうちから、両議院の同意を得て、内閣総理大臣が任命する。委員長及び委員の任

期は５年であり、在任中は、法律の定める場合を除き、その意に反して罷免されること

がない。また、公害等調整委員会には専門の事項を調査させるため、30人以内の専門委

員を置くことができる（公害等調整委員会設置法第６条～第９条、第18条）。 

公害等調整委員会は、必要があると認めるときは、関係行政機関に対し、資料の提出、

意見の開陳、技術的知識の提供その他必要な協力を求めることができるほか、国の他の

行政機関、地方公共団体、学校、試験研究所、事業者、事業者の団体又は学識経験を有

する者に対し、必要な調査を委託することができる（公害等調整委員会設置法第15条、

第16条）。 

また、公害等調整委員会の事務を処理させるため、委員会に事務局が置かれている。

なお、事務局職員のうちには、弁護士となる資格を有する者を加えなければならないこ

ととされている（公害等調整委員会設置法第19条）。 

(2) 都道府県公害審査会等 

公害紛争処理法（昭和45年法律第108号）は、条例で定めるところにより、都道府県

に公害審査会を置くことができるものとし、その所掌事務、組織等について規定してい

る。公害審査会を置かない都道府県においては、都道府県知事は、毎年、公害審査委員

候補者９人以上15人以内を委嘱し、公害審査委員候補者名簿を作成しておかなければな

らないこととされている（公害紛争処理法第13条～第19条）。 

平成25年度末現在、公害審査会を置いているのは37都道府県であり、公害審査委員候

補者名簿を作成しているのは10県（岩手県、山梨県、長野県、和歌山県、鳥取県、島根

県、徳島県、香川県、愛媛県及び長崎県）である。 

(3) 都道府県連合公害審査会 

事業活動その他の人の活動の行われた場所及び当該活動に伴う公害に係る被害の生じ
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た場所が異なる都道府県の区域内にある場合又はこれらの場所の一方若しくは双方が２

以上の都道府県の区域内にある場合における公害に係る紛争（いわゆる県際事件）に関

し、あっせん及び調停を行うために、都道府県は、他の都道府県と共同して、事件ごと

に、連合審査会を置くことができる（公害紛争処理法第20条、第21条、第27条第４項）。 

ただし、連合審査会が置かれなかったときは、公害等調整委員会が管轄する。 

 

２ 公害紛争処理手続 

(1) 手続の種類及び概要 

公害紛争処理法における公害紛争処理の手続は、原則として紛争当事者からの申請に

よって開始される。 

公害紛争処理には、あっせん、調停、仲裁及び裁定の４つの手続があり、これらのう

ち、あっせん、調停及び仲裁は、当事者の合意に紛争の解決の基礎を置く紛争処理手続

である。また、調停等で定められた義務の履行に関する勧告を行う義務履行勧告の手続

がある。それぞれの手続の概要は、次のとおりである（制度の仕組みについては図１－

１－１参照）。 

図１－１－１ 公害紛争処理制度の仕組み 
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ア あっせん 

あっせんは、当事者間における紛争の自主的解決を援助、促進する目的でその間に

入って仲介し、紛争の解決を図る手続であり、公害等調整委員会の委員長及び委員又

は公害審査会の委員（公害審査会を置かない都道府県にあっては公害審査委員候補者。

以下「審査会の委員等」という。）のうちから指名された３人以内のあっせん委員が

行う（公害紛争処理法第28条）。あっせん委員は、当事者間をあっせんし、双方の主

張の要点を確かめ、事件が公正に解決されるように努めなければならないこととされ

ている（公害紛争処理法第29条）。 

また、あっせんについては、当事者間の交渉が円滑に進行せず、長引く紛争を放置

すると多数の被害者の生活困窮等で社会的に重大な影響を及ぼすような場合に、公害

等調整委員会又は公害審査会が、職権により、手続を開始できることとされている

（公害紛争処理法第27条の２）。 

イ 調停 

調停は、当事者からの申請により、公害等調整委員会の委員長及び委員又は審査会

の委員等のうちから指名された３人の調停委員からなる調停委員会が、紛争の当事者

に出頭を求めて意見を聴くほか、現地の調査を行い、また、参考人の陳述、鑑定人の

鑑定を求めるなどし、これらの結果に基づき、当事者間の話合いに積極的に介入して

調整し、当事者間の互譲に基づく紛争の解決を図るもので、あっせんよりも公権的な

色彩が強いものである。調停委員会が調停案を提示する場合、調停案を受諾するか否

かは当事者の任意であるが、当事者が受諾して調停が成立したときは、当事者間に合

意（一般的には、民法上の和解契約）が成立したこととなる（公害紛争処理法第31条

～第33条）。 

なお、調停委員会が調停案を作成し、30日以上の期間を定めて、その受諾の勧告を

した場合、当事者が指定された期間内に受諾しない旨の申出をしなければ、当事者間

に調停案と同一の内容の合意が成立したものとみなされる（公害紛争処理法第34条）。 

ウ 仲裁 

仲裁は、公害等調整委員会の委員長及び委員又は審査会の委員等のうちから指名さ

れた３人の仲裁委員からなる仲裁委員会が、当事者間の仲裁合意に基づき、当事者の

一方又は双方からの申請に基づいて、当事者に証拠の提出又は意見の陳述をさせるた

め、口頭審理を実施するなどして、仲裁判断をする手続である。ここで言う仲裁合意

とは、紛争の当事者双方が、裁判所において裁判を受ける権利を放棄し、公害に係る

当事者間の民事上の紛争の解決を仲裁委員会に委ね、その判断に従うことを合意する

ことであり、仲裁委員会の仲裁判断は、確定判決と同一の効力を有する（公害紛争処

理法第39条～第42条）。 

エ 裁定 

裁定は、公害等調整委員会の委員長及び委員のうちから指名された３人又は５人の

裁定委員からなる裁定委員会が、証拠調べ等所定の手続を経て法律判断（裁定）を下

す一種の審判である。裁定には、公害に係る被害についての損害賠償責任の有無及び

賠償額を判断する責任裁定と、申請人が主張する加害行為と被害との因果関係の存否

について判断する原因裁定との２種類がある。これらは、いずれも公害等調整委員会
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のみが行う手続である（公害紛争処理法第42条の２）。 

(ｱ) 責任裁定は、公害に係る被害についての損害賠償を請求する者の申請に基づい     

て、裁定委員会が公開の期日を開いて当事者に陳述させ、証拠調べ、事実の調査

などを行って事実を認定し、その認定した事実に基づいて裁定するものである。

手続は、民事訴訟に準じた手続であるが、職権で証拠調べや事実の調査を行うこ

とができる等の特色がある。責任裁定の裁定書の正本が当事者に送達された日か

ら30日以内に当該責任裁定に係る損害賠償に関する訴えの提起がなかったときは、

その損害賠償に関し、当事者間に当該責任裁定と同一の内容の合意が成立したも

のとみなされる。また、責任裁定の申請があった事件について訴訟が係属すると

きは、受訴裁判所は、責任裁定があるまで訴訟手続を中止することができ、訴訟

手続が中止されないときは、裁定委員会は、責任裁定の手続を中止することがで

きる（公害紛争処理法第42条の12、第42条の14～第42条の16、第42条の18、第42

条の20、第42条の26）。 

なお、裁定委員会は、相当と認めるときは、裁定事件を職権で調停に付し、こ

れを調停手続により処理することができる。職権による調停手続は、裁定委員会

が自ら行うのが通例であるが、当事者の同意を得て管轄を有する審査会等に処理

させることもできる。職権による調停が成立したときは、裁定申請は取り下げら

れたものとみなされ、また、不調に終わったときは、裁定手続が続行される（公

害紛争処理法第42条の24）。 

(ｲ) 原因裁定は、紛争当事者の申請により、責任裁定と同様の手続によって行われ      

る。なお、原因裁定については、被害を主張する者は、相手方を特定しないこと

についてやむを得ない理由があるときは、相手方の特定を留保して原因裁定を申

請することができる。また、公害に係る被害に関する民事訴訟において、受訴裁

判所は、公害等調整委員会に対し原因裁定を嘱託することができる（公害紛争処

理法第42条の27、第42条の28第１項、第42条の32第１項、第42条の33）。 

公害等調整委員会は、原因裁定があったときは、関係行政機関の長又は関係地

方公共団体の長に、その内容を通知し、さらに、公害の拡大の防止等に資するた

め、必要な措置についての意見を述べることができる（公害紛争処理法第42条の

31）。 

オ 義務履行勧告 

公害紛争処理制度を更に実効あるものとするため、公害等調整委員会又は審査会等

は、権利者の申出がある場合において、相当と認めるときは、義務者に対し、調停、

仲裁又は責任裁定で定められた義務の履行に関する勧告を行うことができる（公害紛

争処理法第43条の２）。 

(2) 公害等調整委員会と都道府県公害審査会等との関係 

公害等調整委員会と審査会等は、それぞれの管轄に応じ、独立の機関として職務を遂

行している。 

なお、公害等調整委員会は、公害紛争処理法を所管している立場から、制度全体が円

滑に運営されるよう、公害紛争処理連絡協議会を開催するなど審査会等と密接な連携を

図っている。 
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ア あっせん 

あっせんは、当事者間における紛争の自主的解決を援助、促進する目的でその間に

入って仲介し、紛争の解決を図る手続であり、公害等調整委員会の委員長及び委員又

は公害審査会の委員（公害審査会を置かない都道府県にあっては公害審査委員候補者。

以下「審査会の委員等」という。）のうちから指名された３人以内のあっせん委員が

行う（公害紛争処理法第28条）。あっせん委員は、当事者間をあっせんし、双方の主

張の要点を確かめ、事件が公正に解決されるように努めなければならないこととされ

ている（公害紛争処理法第29条）。 

また、あっせんについては、当事者間の交渉が円滑に進行せず、長引く紛争を放置

すると多数の被害者の生活困窮等で社会的に重大な影響を及ぼすような場合に、公害

等調整委員会又は公害審査会が、職権により、手続を開始できることとされている

（公害紛争処理法第27条の２）。 

イ 調停 

調停は、当事者からの申請により、公害等調整委員会の委員長及び委員又は審査会

の委員等のうちから指名された３人の調停委員からなる調停委員会が、紛争の当事者

に出頭を求めて意見を聴くほか、現地の調査を行い、また、参考人の陳述、鑑定人の

鑑定を求めるなどし、これらの結果に基づき、当事者間の話合いに積極的に介入して

調整し、当事者間の互譲に基づく紛争の解決を図るもので、あっせんよりも公権的な

色彩が強いものである。調停委員会が調停案を提示する場合、調停案を受諾するか否

かは当事者の任意であるが、当事者が受諾して調停が成立したときは、当事者間に合

意（一般的には、民法上の和解契約）が成立したこととなる（公害紛争処理法第31条

～第33条）。 

なお、調停委員会が調停案を作成し、30日以上の期間を定めて、その受諾の勧告を

した場合、当事者が指定された期間内に受諾しない旨の申出をしなければ、当事者間

に調停案と同一の内容の合意が成立したものとみなされる（公害紛争処理法第34条）。 

ウ 仲裁 

仲裁は、公害等調整委員会の委員長及び委員又は審査会の委員等のうちから指名さ

れた３人の仲裁委員からなる仲裁委員会が、当事者間の仲裁合意に基づき、当事者の

一方又は双方からの申請に基づいて、当事者に証拠の提出又は意見の陳述をさせるた

め、口頭審理を実施するなどして、仲裁判断をする手続である。ここで言う仲裁合意

とは、紛争の当事者双方が、裁判所において裁判を受ける権利を放棄し、公害に係る

当事者間の民事上の紛争の解決を仲裁委員会に委ね、その判断に従うことを合意する

ことであり、仲裁委員会の仲裁判断は、確定判決と同一の効力を有する（公害紛争処

理法第39条～第42条）。 

エ 裁定 

裁定は、公害等調整委員会の委員長及び委員のうちから指名された３人又は５人の

裁定委員からなる裁定委員会が、証拠調べ等所定の手続を経て法律判断（裁定）を下

す一種の審判である。裁定には、公害に係る被害についての損害賠償責任の有無及び

賠償額を判断する責任裁定と、申請人が主張する加害行為と被害との因果関係の存否

について判断する原因裁定との２種類がある。これらは、いずれも公害等調整委員会
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のみが行う手続である（公害紛争処理法第42条の２）。 

(ｱ) 責任裁定は、公害に係る被害についての損害賠償を請求する者の申請に基づい   

て、裁定委員会が公開の期日を開いて当事者に陳述させ、証拠調べ、事実の調査

などを行って事実を認定し、その認定した事実に基づいて裁定するものである。

手続は、民事訴訟に準じた手続であるが、職権で証拠調べや事実の調査を行うこ

とができる等の特色がある。責任裁定の裁定書の正本が当事者に送達された日か

ら30日以内に当該責任裁定に係る損害賠償に関する訴えの提起がなかったときは、

その損害賠償に関し、当事者間に当該責任裁定と同一の内容の合意が成立したも

のとみなされる。また、責任裁定の申請があった事件について訴訟が係属すると

きは、受訴裁判所は、責任裁定があるまで訴訟手続を中止することができ、訴訟

手続が中止されないときは、裁定委員会は、責任裁定の手続を中止することがで

きる（公害紛争処理法第42条の12、第42条の14～第42条の16、第42条の18、第42

条の20、第42条の26）。 

なお、裁定委員会は、相当と認めるときは、裁定事件を職権で調停に付し、こ

れを調停手続により処理することができる。職権による調停手続は、裁定委員会

が自ら行うのが通例であるが、当事者の同意を得て管轄を有する審査会等に処理

させることもできる。職権による調停が成立したときは、裁定申請は取り下げら

れたものとみなされ、また、不調に終わったときは、裁定手続が続行される（公

害紛争処理法第42条の24）。 

(ｲ) 原因裁定は、紛争当事者の申請により、責任裁定と同様の手続によって行われ  

る。なお、原因裁定については、被害を主張する者は、相手方を特定しないこと

についてやむを得ない理由があるときは、相手方の特定を留保して原因裁定を申

請することができる。また、公害に係る被害に関する民事訴訟において、受訴裁

判所は、公害等調整委員会に対し原因裁定を嘱託することができる（公害紛争処

理法第42条の27、第42条の28第１項、第42条の32第１項、第42条の33）。 

公害等調整委員会は、原因裁定があったときは、関係行政機関の長又は関係地

方公共団体の長に、その内容を通知し、さらに、公害の拡大の防止等に資するた

め、必要な措置についての意見を述べることができる（公害紛争処理法第42条の

31）。 

  

    

オ 義務履行勧告 

公害紛争処理制度を更に実効あるものとするため、公害等調整委員会又は審査会等

は、権利者の申出がある場合において、相当と認めるときは、義務者に対し、調停、

仲裁又は責任裁定で定められた義務の履行に関する勧告を行うことができる（公害紛

争処理法第43条の２）。 

(2) 公害等調整委員会と都道府県公害審査会等との関係 

公害等調整委員会と審査会等は、それぞれの管轄に応じ、独立の機関として職務を遂

行している。 

なお、公害等調整委員会は、公害紛争処理法を所管している立場から、制度全体が円

滑に運営されるよう、公害紛争処理連絡協議会を開催するなど審査会等と密接な連携を

図っている。 
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公害等調整委員会と審査会等の管轄は以下のとおりである。 

ア 公害等調整委員会は、次の紛争に関するあっせん、調停及び仲裁について管轄す

る（公害紛争処理法第24条第１項、公害紛争処理法施行令第１条、第２条)。 

(ｱ) 現に人の健康又は生活環境に公害に係る著しい被害が生じ、かつ、当該被害が

相当多数の者に及び、又は及ぶおそれのある場合における当該公害に係る次の紛

争（重大事件） 

① 人の健康に係る被害に関する紛争であって、大気の汚染又は水質の汚濁によ

る慢性気管支炎、気管支ぜん息、ぜん息性気管支炎若しくは肺気しゅ若しくは

これらの続発症又は水俣病若しくはイタイイタイ病に起因して、人が死亡し、

又は日常生活に介護を要する程度の身体上の障害が人に生じた場合における公

害に係るもの 

② 大気の汚染又は水質の汚濁による動植物又はその生育環境に係る被害に関す

る紛争であって、申請に係る当該被害の総額が５億円以上であるもの 

(ｲ) 二以上の都道府県にわたる広域的な見地から解決する必要がある公害に係る次

の紛争（広域処理事件） 

① 航空機の航行に伴う騒音に係る紛争 

② 新幹線鉄道及び新幹線鉄道規格新線等における列車の走行に伴う騒音に係る  

紛争 

(ｳ) 事業活動その他の人の活動の行われた場所及び当該活動に伴う公害に係る被害

の生じた場所が異なる都道府県の区域内にある場合又はこれらの場所の一方若し

くは双方が二以上の都道府県の区域内にある場合における当該公害に係る紛争

（県際事件） 

なお、この場合、申請は、関係都道府県のいずれか一の知事に対してされなけ

ればならない。また、審査会等は申請があった事件が県際事件に該当するときは、

その旨を知事に通知しなければならない。これらの場合において、知事は、当該

紛争を処理するための連合審査会を置くことについて、関係都道府県知事と協議

しなければならない（公害紛争処理法第27条第１項～第３項）。 

協議の結果、連合審査会が置かれたときは、連合審査会が県際事件について管

轄する。協議が整わなかったときは、公害等調整委員会の管轄となり、同委員会

に当該事件の関係書類を送付することとなる（公害紛争処理法第27条第４項、第

５項）。 

イ 審査会等は、公害等調整委員会が管轄する紛争以外の紛争に係るあっせん、調停

及び仲裁について管轄する（公害紛争処理法第24条第２項）。 

ウ 次の場合は、上記ア及びイの管轄にかかわりなく処理される。 

(ｱ) 紛争の放置により、多数の被害者の生活の困窮等社会的に重大な影響があると

認められる紛争について、公害等調整委員会又は公害審査会が、審査会等又は公

害等調整委員会と協議して管轄を定めて、職権であっせんを行う場合（公害紛争

処理法第27条の２第１項、第３項） 

(ｲ) 職権によるあっせんによっては当該紛争を解決することが困難な事件について

職権により調停を行う場合であって、そのあっせんの管轄が公害等調整委員会と
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審査会の協議により定められた場合（公害紛争処理法第27条の３） 

(ｳ) 相当と認める理由があるときに、審査会等又は連合審査会が公害等調整委員会

に、又は、公害等調整委員会が審査会等に、調停に係る事件を引き継ぐ場合（公

害紛争処理法第38条） 

(ｴ) 裁定委員会が、裁定に係る事件を職権で調停に付し、自ら事件を処理する場合

（公害紛争処理法第42条の24） 

(ｵ) 仲裁について、当事者双方の合意により、管轄を定めた場合（公害紛争処理法

第24条第３項） 

エ 裁定については、公害等調整委員会が専属的に行う（公害紛争処理法第42条の12

第１項、第42条の27第１項）。 

 

３ 公害苦情処理手続 

公害問題は、地域に密着した問題であることから、地方公共団体では、公害のない住み

よい地域社会を実現するため、自治事務として、公害苦情処理を行っている。 

住民から寄せられる公害苦情は、その多くが公害紛争の前段階あるいは初期段階として

の性格を有しており、公害苦情の適切妥当な処理は公害紛争全体の解決のために重要であ

る。このため、公害紛争処理法は、公害苦情処理を公害紛争処理制度の一環として位置付

け、地方公共団体が、関係行政機関と協力して、公害に関する苦情の適切な処理に努める

べきこと、都道府県及び市区町村に公害苦情相談員を置くことができることを規定してい

る（公害紛争処理法第49条）。公害苦情相談員は、公害に関する苦情について、住民の相

談に応じ、その処理のために必要な調査を行うとともに、関係行政機関と連絡を取り合い、

当事者に対し改善措置の指導、助言を行うなど苦情の受付から解決に至るまで一貫して処

理を行うことを期待されており、全国の地方公共団体に11,207人（平成25年３月31日現在）

配置されている（表１－４－６（82ページ））。 

また、地方公共団体が行う公害に関する苦情の処理については、公害等調整委員会が指

導等を行うこととされている（公害紛争処理法第３条）。このため、公害等調整委員会で

は、苦情の件数、処理の実態等を把握するために必要な調査を行うとともに、地方公共団

体に対する情報及び資料の提供等を行っている。 

 

４ 意見の申出 

公害等調整委員会は、総務大臣又は関係行政機関の長に対し、公害審査会は当該都道府

県知事に対し、その所掌事務の遂行を通じて得られた公害の防止に関する施策の改善につ

いての意見を述べることができる（公害紛争処理法第48条）。 
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審査会の協議により定められた場合（公害紛争処理法第27条の３） 

(ｳ) 相当と認める理由があるときに、審査会等又は連合審査会が公害等調整委員会

に、又は、公害等調整委員会が審査会等に、調停に係る事件を引き継ぐ場合（公

害紛争処理法第38条） 

(ｴ) 裁定委員会が、裁定に係る事件を職権で調停に付し、自ら事件を処理する場合

（公害紛争処理法第42条の24） 

(ｵ) 仲裁について、当事者双方の合意により、管轄を定めた場合（公害紛争処理法

第24条第３項） 

エ 裁定については、公害等調整委員会が専属的に行う（公害紛争処理法第42条の12

第１項、第42条の27第１項）。 

 

３ 公害苦情処理手続 

公害問題は、地域に密着した問題であることから、地方公共団体では、公害のない住み

よい地域社会を実現するため、自治事務として、公害苦情処理を行っている。 

住民から寄せられる公害苦情は、その多くが公害紛争の前段階あるいは初期段階として

の性格を有しており、公害苦情の適切妥当な処理は公害紛争全体の解決のために重要であ

る。このため、公害紛争処理法は、公害苦情処理を公害紛争処理制度の一環として位置付

け、地方公共団体が、関係行政機関と協力して、公害に関する苦情の適切な処理に努める

べきこと、都道府県及び市区町村に公害苦情相談員を置くことができることを規定してい

る（公害紛争処理法第49条）。公害苦情相談員は、公害に関する苦情について、住民の相

談に応じ、その処理のために必要な調査を行うとともに、関係行政機関と連絡を取り合い、

当事者に対し改善措置の指導、助言を行うなど苦情の受付から解決に至るまで一貫して処

理を行うことを期待されており、全国の地方公共団体に11,207人（平成25年３月31日現在）

配置されている（表１－４－６（82ページ））。 

また、地方公共団体が行う公害に関する苦情の処理については、公害等調整委員会が指

導等を行うこととされている（公害紛争処理法第３条）。このため、公害等調整委員会で

は、苦情の件数、処理の実態等を把握するために必要な調査を行うとともに、地方公共団

体に対する情報及び資料の提供等を行っている。 

 

４ 意見の申出 

公害等調整委員会は、総務大臣又は関係行政機関の長に対し、公害審査会は当該都道府

県知事に対し、その所掌事務の遂行を通じて得られた公害の防止に関する施策の改善につ

いての意見を述べることができる（公害紛争処理法第48条）。 

 

 


